第１６９回国会　予算委員会　議事録抜粋
平成二十年一月三十一日（木曜日）
○内閣総理大臣（福田康夫君）　今、委員と厚生労働大臣の質疑お伺いしておりまして、このエイズ問題というのは、これは我が国にとっても深刻に考える、本当に深刻に考えなければいけない問題だということでありますので、この対応については、これはやっぱり時間掛けてはいけないんだろうというように思います。早急に厚生労働省の方で結論を出すべく督促をしたいと思っております。
○田中康夫君　命はこの瞬間の問題です。舛添さんは日本の国家の信用はコンビニ以下だ、コンビニで働いている方に失礼ですけれども、こういうことを雑誌のインタビューでおっしゃっている。彼らにはモラルも何も公務員にはあったものじゃないとあなたがおっしゃっている。あなたこそ人の命を放置するモラルがない方だと私は思います。
　続いて、地方財政に関して伺います。増田大臣に伺います。
　減収補てん債というものを今回発行するに至った、そうせざるを得なかった理由に関してお教えください。
○国務大臣（増田寛也君）　減収補てん債ですけれども、これはある当該団体の基準的な財政収入額を毎回毎回交付税を算定する際に算定をするわけですけれども、それと実際の税収との、実績との乖離がどうしても出てくる場合がございます。というか、なかなかきちんとそれが予測できないので何らかの加減、増減を行うわけですが、それを交付税として、例えば収入が少なければ後年度に加算をするということが行われるわけですけれども、それが翌年度ですと当該年度困りますので、それを当該年度、減収補てん債という形で地方債を発行をしていただいて翌年度以降にそれの元利償還を交付税措置をすると、こういう極めて技術的なものでございます。
　今年度の補正でも、先般衆議院でお認めをいただきましたけれども、これについては従来、減収補てん債、建設事業の経費に充てるということでございましたけれども、最近、投資的経費が二分の一あるいはそれ以下に減っているということがございまして、今年は実績との乖離が多い団体がかなり多かったものですから、そして建設投資が著しく減っているということもございましたので、この十九年補正におきまして減収の補てん債の発行をお認めいただくように法律改正、先般衆議院で通りましたのはそういう改正をお願いしたものでございます。
○田中康夫君　それだけ自治体は困っていると。
　増田さんは改革派知事と言われました。しかし、十二年間の知事の間に借金は二倍になられたわけですね。一兆四千億円の借金に、二倍になった。改革派の知事ですらそうなってしまったのは増田さんの資質なのか国の制度なのか、この点に関して、昼休みを終えて一時から更に伺いたいと思います。よろしくお願いいたします。
○理事（林芳正君）　残余の質疑は午後に譲ることといたします。
　午後一時に再開することとし、休憩いたします。
　　　午前十一時五十四分休憩
　　　　　─────・─────
　　　午後一時開会
○委員長（鴻池祥肇君）　ただいまから予算委員会を再開いたします。
　休憩前に引き続き、平成十九年度補正予算三案を一括して議題とし、質疑を行います。田中康夫君。
○田中康夫君　不都合な制度は大胆に変革する勇気を持とうという、福田さんから輸血にかかわる不活化を早急に導入するという御答弁をいただきました。あわせて、こうした人を向いていない、政官業を向いている血液法の改正、また、感染の悲劇を防ぐために自己血と呼ばれる自分の血をあらかじめ採ったものの成分分離をできる、こうした形を導入するべきだと思います。御指示をいただければ、厚生労働省の方々に私の考えを後刻お伝えをいたします。
　ところで、午前中は緊張の余り、ここにありました水をついこぼしてしまいましたが、しかし、私は政官業の腐敗を水に流すつもりは毛頭ございません。これは私ども会派の統一した意見でございます。
　この中で、午前中、改革派の知事として知られた増田さんは十二年間の在任中に一兆四千億円と、岩手県の借金の残高を二倍にしてしまったというお話をいたしました。なぜそのようになってしまったのか。増田さんのリーダーシップの問題なのか、国の制度の問題なのか、あるいは悔しくなかったのか、お答えください。
○国務大臣（増田寛也君）　お答えを申し上げます。
　同じ知事経験者として、地方財政を健全化する上でいろいろ先生も御苦労がおありだったかと思うんですが、やはりこの地方財政、岩手の場合に、今お話ございましたとおり、就任時に比べて大体借入金残高が二倍になったわけですが、その大きな理由、私は、一つは地方での、地方税の収入がなかなか伸びない、あるいは途中では随分落ち込んだ時期もございまして、やはり地方経済がうまく立ち行かないということが一つ。それから、あと社会保障関係費はずっとこの間増えてきていまして、そういう義務的な経費が増えてきているということも一つあります。
　ただ、一番大きな原因でございますけれども、これは、やはり平成四年以降だったかと思いますが、国、地方併せまして公共事業を大分景気対策ということで行ったわけでございます。この公共事業を随分量的に拡大をして実施をしました。これは借金で実施をするものでございまして、その後、今申し上げましたような地域経済がなかなかうまくいかなかったということによって、その償還費の負担が非常に厳しかったということもあると思います。
　これは私のリーダーシップの欠如かどうかというお話がございました、悔しくなかったかどうかというお話がございましたけれども、もちろんこういったことについて、国、地方一体で景気対策を拡大したということが大きな要因でございまして、それぞれ考え方を持ってやってきたことであると思いますが、やはり私は、岩手県議会の中で申し上げましたけれども、最終的には地域に責任を持つ知事が議会とよく判断をしながら議会との議論の末に決めてきたことでありますので、そういう中で、私自身もそういったことの結果をきちんと負うべきだというふうに思っておりますし、そしてまたそのことを健全化するための努力もいろいろやってきたつもりでございます。
　やっと借入金も減る傾向に今岩手県も来ているところではございますが、そうしたことも含めて、これは今度は総務大臣の立場としても地方財政の健全化に努力していかなければならない、こういうふうに思っております。
○田中康夫君　しかし、十二年間で借金は倍増されたわけです。私は増田さんと同じ時期に六年間、半分でございますが、知事を経験させていただきました。手前みそに聞こえるかもしれませんが、四十七都道府県で唯一、起債残高、借金を連続して減らし、プライマリーバランスと呼ばれる財政収支を、基礎的財政収支を連続して黒字化をして、また最後には基金を積み増しをいたしました。しかし、談合をしない、あるいは利権をつくらないということで、山から下りてよいという意見もありまして、しかし捨てる神あれば拾う神ありで、今参議院議員を民主党の皆様と一緒にさせていただいておりますが。
　しかし、増田さんは議会で何でこんなになったんだと言われたときに、強力な権限を持つ中央官庁が権限を放さなかったからだと岩手県議会で一昨年の十二月に答弁をなさっていらっしゃいますよね。今、強大な権限を持つようになった総務大臣として、具体的にどのように地方の疲弊を解決するのか、財政を健全化するのか、お話しください。
○国務大臣（増田寛也君）　国の地方財政に対する影響力というのは大変大きなものがございまして、景気対策なども、当時各公共団体も、景気が非常に低迷したバブル崩壊後でございましたので、どこでもそうしたことを多くやったわけですね。ちょうど田中知事も御就任時が長野オリンピックの後でございましたので、大変御苦労されたんだろうと思います。当然、減らすべきは減らされたんだと思いますが、そうした経験をした知事は、皆、その後財政を健全化するための努力をしてきたと。
　私も、そういう国の大きなそうした事業に対しての影響力というのは常に考えておりますので、そういう地方に対しての財政が今非常に悪化していることを正す上で、やはり投資的経費をずっと増やすだけでは地域の経済もなかなか良くならないということが、午前中、小泉何とか改革と、構造改革とおっしゃっていましたけど、まさに投資的経費を減らしたりとかいう、財政構造改革やろうということへつながったんだろうと私は思います。
　そういう中で、まだまだ三位一体改革などは不十分な成果でございますので、そのことは私も議会できちんと申し上げておりますし、そうしたことの経験も踏まえましてこの地方財政の健全化に向けて今取り組んでいると。このためにはいろいろ順番があります。恐らく、いろいろな今取り組んでいることについてそちらもお考えがあると思いますが、例えば地域の税の偏在是正をするとか、三位一体改革で東京にばかり収入が集まるけどほかは疲弊したということを直すとか、やっぱり順番をきちんと考えながら、そして大きな分権国家に向かっていくということに向けて進んでいかなければならないんだろうというふうに思っております。
○田中康夫君　私は、なあんちゃって小泉・竹中へなちょこ構造改革と申し上げましたので、是非御記憶におとどめください。
　しかし、増田さんは、お金を配るような装置を新たにつくらないことで無駄を省くべきだと、このこともインタビューでお答えになっています。私は、この瞬間もまじめに働いていらっしゃる多くの公務員の方々、こうした方々を傷つける思いはございません。公務員の方々が拍手をされるような行政や政治である必要があると思っています。
　お手元にお配りしましたこちらを御覧ください。（資料提示）ところが、日本では退職手当債という新たな借金をつくっているわけです。すなわち、退職金が払えないから退職金を払うために借金をする、御覧いただけば分かるように、平成十九年度には、何と四十一道府県で退職金を払うために三千三百億円も借金をしているんです。政令市やそのほかの自治体も入れると、去年一年で五千九百億円も借金をしているというわけです。
　福田さんは年末の地元の新聞で、公務員いじめをするような世の中であってはいけないとお話しになりました。公務員の方に払う借金、これを返すのは私たちと同じ日本に暮らす方々です。この状況をどうお考えになるか、お答えください。
○委員長（鴻池祥肇君）　増田大臣。
○田中康夫君　私は福田さんと申し上げたんです。
○国務大臣（増田寛也君）　今、私の手元に配付された表でございますけれども、こういう各団体で退職手当債を発行している、これはもう知事御経験なんで十分お分かりだと思いますけれども、企業と違って自治体の場合には、退職引当金というものを積まずに、毎年毎年、これまで退職者が出てくるたびに予算計上すると、そういうやり方できていたわけですね。
　ところが、いわゆる団塊の世代の大量退職者が出ると、こういうことになってきましたので、この財政的な手当てをどうするかということが大変大きな問題になってまいります。したがって、そうした退職者といいましょうか、その職員の人口構成の山、あるいは退職者が出るそのカーブに応じてその財政需要を手当てできればいいんですが、先ほど言いましたように、地方財政というのは今非常に厳しい状況ありますから、そのむしろカーブを崩して多年度にわたって平準化をしていこうと、こういうことでこの退職手当債が手当てをされたと、こういうふうに理解をしておりますが、ただこれを、おっしゃるとおり財政規律を破ってまで野方図にやるというのはよくないわけでありますので、この退職手当債の発行をするに当たって、定数削減、まあ長野でも随分やられたことはもう以前からお聞きしていますけど、そういった定数削減によって、将来の総人件費の削減できちんとそこが償還できるかだとか、あるいは、定員の管理・給与適正化計画でちゃんとそこのところを適正化するようなことをしているのかどうかということを見ながら、その中でこの退職手当債を認めていくと、こういうことになっていますので、やはり、現実の今財政需要が自治体厳しい中で、しかも大量退職者が出てくる中で、一つの編み出された方法だろうというふうに思っております。
　それぞれの自治体でも、それを全部これで賄うというよりも、いろいろな財政運営の中でこれは当然運営をされているということと理解をしております。
○田中康夫君　ちょっと待ってください。
　六十歳で定年をされる方というのは、病気や事故死で亡くなられる方を含めても幾らくらいと分かっていたはずですよ。今のお話だと、民間と違うから引き当てをあらかじめしておけないということは、政治は出たとこ勝負だとおっしゃっているんですね、行政は出たとこ勝負だとおっしゃっているんですね。ですから、日本は、一時間に六十六億円、一週間に一兆二千億円も借金しているんですよ。日本で一番大きな、そして世界有数の優良企業である武田薬品工業の一年間の世界中の総売上高と同じ金額をわずか一週間で借金し続けているんですよ。そして、八十万人ずつ人口が減っていく。だれが返すんですか。お孫さんやひ孫さんにそれを押し付けるんですか。年金は五十五歳が六十歳になり六十五歳になり、お金がないからといって、給付率も下げさせてくださいといって、まじめに働いている公務員の人たちを含めて退職金は満額払いますと。公務員の退職金の平均は二千八百三十五万円と総務省が発表しています。
　私は、こうしたことを野方図にしているからまじめに働く公務員が傷つくんです。総理、お考えを聞かせてください。
○内閣総理大臣（福田康夫君）　今、退職手当債ということでお話しになられましたけれども、今総務大臣の言っている理由も分かるんですけれども、やっぱり、これは計画性を持っているかどうかという、そういうことも極めて大事だと思います。それはもう委員のおっしゃるとおりでありまして、そういう意味では、この債券が、これが償還可能な範囲であるということであるならばある程度許されることではないかと思います。しかし、もちろん財政規律ということを考えれば極力抑えなければいけない、また中長期的にこういう問題をあらかじめ考えて計画を進めていくということも必要なんだろうと思います。
　今までのように経済成長もない時代になりまして、まさにこういう計画性というのは非常に大事になってくるというように思いますので、将来のことを余り当てにしてやらないようなしっかりした規律を持つ、より厳しい規律を持つということはこれから必要だというふうに思っております。
○田中康夫君　この退職手当債は十年間出すことを許可しているんです。是非この問題に関しても前向きに、不都合な制度は改革していただきたいと思います。
